
整理番号０７ 

事 前 評 価 個 表 
 

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 令和５年度～令和９年度（５年間） 

事業実施地区名 
（都道府県名） 

（いわき） 
磐城森林計画区 
（福島県） 

事業実施主体 
関東森林管理局 
磐城森林管理署 

事業の概要・目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本事業は、福島県東部の浜通り地方に位置する、いわき市、相
そう

馬
ま

市
し

、 南
みなみ

相
そう

馬
ま

市
し

の３市並びに双葉
ふ た ば

郡
ぐん

及び相馬郡一円の７町３村に所在する約 86 千 ha の国有林

野を対象としている。 

 その大部分は阿
あ

武
ぶ

隈
くま

山地に位置し、宇
う

多
だ

川
がわ

、真
ま

野
の

川
がわ

、新田
に い だ

川
がわ

、請
うけ

戸
ど

川
がわ

、夏
なつ

井
い

川
がわ

、鮫
さめ

川
がわ

等の源流部にあって、下流域の生活用水や農業用水などの水がめとして

重要な役割を果たしており、本計画区内の国有林の 59％が水源涵
かん

養又は土砂流出

防備等の保安林に指定されている。 

 本計画区は夏井川渓谷、阿武隈高原中部、 霊
りょう

山
ぜん

の各県立自然公園に代表され

る景勝地も多く、自然探勝やハイキング等の森林を利用したレクリエーション・

自然休養の場として利用されている。 

また、気象、地況、土壌等の自然に恵まれた地域を中心にスギ、アカマツを主

とした人工林が分布しており、管内の人工林率は 60％で、そのうち９齢級以上の

森林が８割を占め、契約満了を迎え主伐される分収林とあわせ、県内外の大型製

材工場やバイオマス発電施設等への木材の安定供給が期待されている。 

 さらに近年は、地球温暖化に伴う異常気象の頻発等の状況変化もあり、地球温

暖化防止等に対する国民の期待は高まっている。 

 以上のように、本計画区の国有林野は、水源の涵養、山地災害の防止、木材を

はじめとする林産物の供給などの機能の発揮を通じて、国民生活と深く結びつい

てきたところであるが、近年、国民の要請が高度化・多様化してきており、これ

らの機能に加えて、保健・文化・教育的な利用の場の提供、良好な生活環境の保

全等の機能の発揮、地球温暖化の防止や生物多様性の保全等、森林の有する多面

的な機能の発揮に対する期待が高まっている。 

 このような国民の期待に応え、森林の有する多面的機能の持続的な発揮を確保

していくため、本事業では、森林の重視すべき機能の区分に応じ、主伐跡地にお

ける植栽等の更新作業、下刈や間伐等の保育作業並びにその効率的・効果的な実

施に必要な路網の整備を実施するものである。 

 事業の実施にあたっては、これまでの評価結果等を踏まえ、作業効率の向上と

コスト縮減を図るため、主伐箇所では積極的にコンテナ苗を採用した伐採・造林

一貫作業システムを推進するとともに、保育作業等の実施箇所では、安全性の高

い列状間伐の導入、下刈回数の縮減や機械化による軽労化、伐採時の生産性向



上、獣害防止対策などの取組を推進する。なお、植栽樹種がスギの場合には、原

則として花粉症対策苗への移行を図ることとする。 

 これらの取組については、国有林が先頭に立ち民有林に波及させる必要があ

り、引き続き、本事業を実施する中で現地検討会等を積極的に開催し、県や市町

村とも連携して取組んでいくこととする。 

 平成 23 年３月に発生した東日本大震災に伴う森林被害及び東京電力福島第一

原子力発電所の事故以降、空間線量等が高く施業ができなかった地区において、

避難指示が順次解除される中で、福島県とも連携を図りつつ、森林施業の再開を

進めることとし、林齡やこれまでの施業履歴等を勘案のうえ、必要な事業に取組

むこととする。 

 

 

・主な事業内容 森林整備 更新面積  1,481ha 

保育面積  6,202ha 

路網整備 開設延長   47.1km 

改良延長    6.8km 

 

・総事業費   7,112,546 千円（税抜き 6,465,951 千円） 

費用便益分析 

 

総便益（Ｂ）    17,647,562 千円 

 

総費用（Ｃ）     8,270,444 千円 

 

分析結果（Ｂ／Ｃ）    2.13 

森林管理局事業評価

技術検討会の意見 

 事業の必要性、効率性、有効性が認められることから、本事業の実施は妥当と

考える。 

 事業の効率性や生産性の向上につながる取組を民有林に普及させていくことが

望まれる。 

評価結果  

 

 

 

 

・必要性： 本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮に資する事業で

あり、木材を安定供給することにより、地域の林業・木材産業の振興

にも寄与することから、事業の必要性が認められる。 

・効率性： 森林整備では、列状間伐や高性能林業機械による低コストで効率的

な作業システムの定着を図ることとしている。また、これまで効率的

な事業実施が困難であった箇所の路網整備を優先させるとともに、開

設にあたっては、簡易ではあるが丈夫な構造の林業専用道を採用する

等によって、森林整備事業箇所へのアクセスの向上とコスト縮減が図

られると見込まれ、費用便益分析の結果からも事業の効率性が認めら

れる。 

・有効性： 密度調整が必要な林分での間伐等の実施により、森林の有する公益



的機能が持続的に発揮される。また、整備した路網を活用した木材の

安定供給、更新・保育が図られることにより、引き続きその効果が発

現されると見込まれており、事業の有効性が認められる。 

 

新規採択にあたっての審査項目（チェックリスト）、費用便益分析及び各観点 

からの評価をふまえて、総合的に評価したところ、森林の重視すべき機能の区分 

に応じた適切な森林整備及び路網整備が効果的・効率的に計画されているものと 

認められる。 

 



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 福島県

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

水源涵養便益 洪水防止便益 2,713,118

流域貯水便益 816,990

水質浄化便益 2,993,118

山地保全便益 土砂流出防止便益 2,605,081

環境保全便益 炭素固定便益 989,996

木材生産等便益 木材生産等経費縮減便益 2,220,048

木材利用増進便益 158,132

木材生産確保・増進便益 2,010,843

森林整備経費縮減等便益 森林整備促進便益 3,140,236

総　便　益    （Ｂ） 17,647,562

8,270,444

17,647,562

8,270,444

便　益　集　計　表
（森林整備事業）

森林環境保全整備事業（国有林）

磐城森林計画区

大　区　分 備　　　　考

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.13



森林整備

更新 面積 1,481ha

保育 面積 6,202ha

下刈 面積 3,866ha

つる切 面積 592ha

除伐 面積 549ha

保育間伐（受光伐、

保護伐含む）

面積 1,195ha

路網整備

開設 延長 47.1km

改良 延長 6.8km

森林環境保全整備事業 磐城森林計画区 事業概要図

施業困難区域（※）

帰還困難区域

居住制限区域

避難指示解除準備区域

（※）




